
1997年1月17日未明，神戸に直下型地震が襲い，多くの家が倒壊，焼失し6,000

人余の人命が失われた．地震は，断層がずれて，大地を揺るがし歪みを起こし，

六甲山に崩落が生じるという，それ自体は自然の災害であるが，これが大都市

を襲うとき大きな人為災害を誘発する．

今回の地震で特徴的であったのは，ひとつは，住宅，各種建物，都市鉄道，

新幹線，高速道路，港湾施設などの都市建造物が破壊されたことである．1年前

のロスアンジェルス地震のおり，日本の都市建造物は安全であると豪語した矢

先のことである．地震発生時間が未明であったため交通災害は最小限に止まっ

たことが，唯一の救いであった（「都市建造物の瓦解」）．2つは，神戸のインナー

シティとよばれる帯状の地帯の被害が激甚であったことである．神戸市東部の

場合，阪急電鉄線辺りで急に岩盤が下に切れ込み，海側に深い堆積層を形成し

ているが，震動は底から表面に，そして山側の岩盤を伝って横から表面に，二

重の複合震動となり，さらに柔らかい砂地が波打つように東へ押し寄せていっ

た．そして，まさにこの堆積層の上に「インナーシティ」とよばれる老朽化し

た木造住宅の密集地帯があったのである．戦前，水田であったこの地域が耕地

整理され，労働者らの集住地域，いわゆる「下町」になっていたのである

（「インナーシティの瓦解」）．同規模のロスアンジェルス地震と比べて，建物倒

壊で20倍，死亡者数で100倍の被害であるといわれている（大震災と地方自治体

研究会 1996 : 55）が，その差のなかにこの震災の人災的性格，とくにインナー

シティ災害としての大きさがはっきりと示されている．

すでに，地震前，この地域に地震が発生する恐れが強いことが2つの報告書

によってあきらかにされていた．神戸市総務局，土木局によって大阪市立大学

笠間太郎氏らに研究委託された報告書『神戸と地震』が1974年に出されていた．
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「活断層の実在するこの地域で，将来都市直下型の大地震が発生する可能性は

あり，その時には断層付近でキ裂・変位がおこり，壊滅的な被害を受けること

は間違いない」と指摘し，「今後……発生する可能性は十分ある」というかた

ちで論証を詰めている（市民がつくる神戸市白書委員会編 1996 : 41，48）．また，

1979年には兵庫県が神戸大学三東哲夫氏に委託した研究報告書『兵庫県震災対

策調査報告書』が出された．そこでも「（六甲周辺の活断層群は）有史以来の大

地震がなかったとすると，これらの再活動はそう遠くはなく，また規模も大き

いことが予想されるのでたいへん不気味である」と指摘されていた（市民がつ

くる神戸市白書委員会編 1996 : 20）．しかし，神戸市，兵庫県はこれを軽視し，

神戸市の場合は想定震度を1ランク下げて「震度5強」の防災対策しかたてなか

った．その結果，公共施設の倒壊，消防をはじめ防災体制の機能不全，震災救

援態勢の不備を白日の下にしたのであった（「都市行政の瓦解」）．

さらに，被災生活の困難のなかにある神戸市民にたいして神戸市長はテレビ

やラジオをつうじて呼びかけることは一切なかった．そして，言ったことは

「神戸空港は建設します」ということであった．さらに，助役は地震を「幸か

不幸か」と表現し2か月後の都市計画決定へと邁進した．市長と市民の信頼関

係は，それがもっとも必要とされるときに築かれないで終わった．その不信が

その後の復興過程に陰を落としていった．こうして大都市神戸は大震災の2,3

か月をつうじて，都市としてのアイデンティティを瓦解させるというべき状況

にいたったのである（「都市アイデンティティの瓦解」）．

『阪神・淡路大震災の社会学』をはじめるにあたって，震災被害の状況を示

す，兵庫県作成の基本資料2表（兵庫県・財団法人21世紀ひょうご創造協会 1997 :

59－60）を以下に掲げておこう．

表1 兵庫県南部地震による被害状況 （1996年3月28日現在）

区 分 死 者
行 方

不 明
負傷者

全 壊 半 壊 焼失棟数

棟 数 世帯数 棟 数 世帯数 全焼 半焼

神 戸 市 4,485 1 14,679 54,949 115,302 31,783 113,110 7,046 333

尼 崎 市 48 0 3,786 4,880 8,950 25,520 34,500 8 0

西 宮 市 1,108 1 6,386 19,500 32,593 16,300 27,276 50 2

芦 屋 市 433 0 2,759 4,661 7,412 3,943 9,296 11 1
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伊 丹 市 19 0 2,581 1,369 2,549 7,200 14,500 1 0

宝 塚 市 116 0 1,100 1,339 5,074 3,718 13,632 2 0

川 西 市 2 0 485 536 650 2,583 3,279 0 0

三 田 市 0 0 15 0 0 0 0 0 0

猪名川町 0 0 3 0 0 0 0 0 0

明 石 市 8 0 1,884 2,210 3,214 3,380 6,102 0 0

加古川市 2 0 15 0 0 0 0 0 0

三 木 市 1 0 17 26 26 96 96 0 0

高 砂 市 0 0 4 0 0 1 1 0 0

小 野 市 0 0 3 0 0 0 0 0 0

吉 川 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東 条 町 0 0 2 0 0 0 0 0 0

稲 美 町 0 0 2 0 0 0 0 0 0

播 磨 町 0 0 1 0 0 11 15 0 0

姫 路 市 0 0 2 0 0 0 0 0 0

香 住 町 0 0 1 0 0 0 0 0 0

日 高 町 0 0 1 0 0 0 0 0 0

氷 上 町 0 0 1 0 0 0 0 0 0

洲 本 市 4 0 44 17 17 655 655 0 0

津 名 町 5 0 31 603 603 893 893 0 0

淡 路 町 1 0 33 311 330 669 690 0 0

北 淡 町 39 0 831 1,016 1,016 1,192 1,192 1 1

一 宮 町 10 0 162 778 778 754 754 0 0

五 色 町 0 0 17 186 186 268 268 0 0

東 浦 町 0 0 30 316 322 451 459 0 0

緑 町 0 0 11 17 17 49 54 0 0

西 淡 町 0 0 6 136 136 175 175 0 0

三 原 町 0 0 4 18 18 119 119 0 0

南 淡 町 0 0 4 9 9 69 69 0 0

合 計 6,281 34,900
92,877 179,202 99,829 227,135 7,119 337

（倒壊家屋192,706）（倒壊世帯406,337） 7,456

（出典） 兵庫県『阪神・淡路大震災誌―土木施設の地震災害記録』

表2 兵庫県南部地震による直接的被害状況 （1995年4月5日発表）

項 目 金 額 摘 要（単位：億円）

1. 建築物 約 5兆8,000億円 倒壊・使用不能建物 等

〔※注：建築着工統計の建築単位から推計〕
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（岩崎信彦）

2. 鉄道 約 3,439億円 JR西日本・阪急電鉄・阪神電鉄・神戸電鉄・山陽電鉄 等

3. 高速道路 約 5,500億円 阪神高速道路・中国縦貫自動車道路・名神高速道路 等

4. 公共土木施設

（高速道路を除く）

約 2,961億円 道路約1,181，河川約369，海岸約4，砂防約7,

下水道約698，街路約36，公園約140，国営直轄事業約526

5. 港湾 約 1兆0,000億円 神戸港，尼崎西宮芦屋港等公共施設約7,600

民間施設約2,400

6. 埋立地 約 64億円 佐野，志筑地区約7，南芦屋浜，芦屋浜地区約40

西宮，甲子園地区約17

7. 文教施設 約 3,352億円 県立学校約141，市町立学校約1,705，社会教育施設約362

体育施設等約139，文化財約99，県立大学約3

私立学校約340，国公立大学約91，私立大学約379

文化施設（公立ホール等）約93

8. 農林水産関係 約 1,181億円 農地・ため池等約244，治山施設約81，漁港約199

農業生産施設等約105，水産業施設約48，林産施設約17

卸売市場約245，食品関係施設等約241

9. 保健医療・

福祉関係施設

約 1,733億円 病院約666，診療所約274，試験研究機関約9

看護学校約19，火葬場約11，保健センター等約28

福祉関係施設約404，生活協同組合施設約322（医療除く）

10. 廃棄物処理・

し尿処理施設

約 44億円

11. 水道施設 約 541億円 上水道約493，工業用水約48

12. ガス・電気 約 4,200億円 ガス約1,900，電気約2,300

13. 通信・放送施設 約 1,202億円 電気通信施設約984（うちNTT約800），放送施設約35

ケーブルテレビ約175，兵庫衛星通信約8

14. 商工関係 約 6,300億円 機械・装置等設備約6,300（建築物1兆7,700除く）

15. その他の

公共施設等

約 751億円 県庁舎等約136，市町庁舎約515，警察庁舎等約100

計 約 9兆9,268億円

（出典） 兵庫県『阪神・淡路大震災誌―土木施設の地震災害記録』
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